
道路施設の巡回頻度と障害物発生リスク

貝戸 清之1・小林 潔司2・加藤 俊昌3・生田 紀子4

1正会員　株式会社BMC （〒261-7125　千葉市美浜区中瀬2-6 WBG マリブウエスト25階） 　　　
E-mail:kaito@psa.mbox.media.kyoto-u.ac.jp

2フェロー会員　京都大学経営管理大学院　経営管理講座（〒606-8501　京都市左京区吉田本町）
E-mail:kkoba@psa.mbox.media.kyoto-u.ac.jp

3 国土交通省　近畿地方整備局（〒540-8586　大阪市中央区大手町1-5-44）
E-mail:katou-t86ne@kkr.mlit.go.jp

4 財団法人道路保全技術センター　近畿支部（〒540-0012　大阪市中央区谷町2丁目1-22）
E-mail:ikuta-n@hozen.or.jp

本研究では，路上落下物，路面の変状や損壊，道路付帯施設の破損・損壊等の路上障害物の発生過程を数え

上げ過程としてモデル化する．その際，まず路上障害物の発生過程をポワソン過程としてモデル化する．さら

に，障害物発生リスクの異質性を考慮するために，路上障害物の到着率の確率分布を考慮した混合ポワソン過

程をモデル化する．具体的には，到着率の異質性をガンマ分布で表現したポワソンガンマ発生モデルを定式化

し，路上障害物の発生リスクの管理指標を定式化する．その上で，巡回費用の削減を達成するような望ましい

道路巡回政策を検討する障害物発生リスク管理モデルを提案する．さらに，一般国道を対象とした適用事例を

通じて，本研究で提案した方法論の有用性を実証的に検証する．
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１．はじめに

道路管理者は，道路を常時良好な状態を保つように

努めなければならない（道路法第42条第1項）．特に，

路上落下物や路面の変状や損壊は，交通事故，車両破損

事故につながるリスクを有している．このために，道

路管理者は定期的に道路を巡回し，路上落下物の撤去，

路面の変状を修繕することが求められる．一方で，少

子高齢化社会の到来による財政縮減の中で，道路施設

の維持補修においても管理業務の効率化が喫緊の課題

となってきている．道路管理業務コストの中で，道路

巡回業務が占める割合は少なくなく，安全性の確保を

前提としながらも，同時に効率性にも配慮した道路巡

回方法を検討することが必要である．

通常，道路巡回は一定の時間間隔ごとに実施される．

このため，道路管理者にとって，道路巡回費用は路上落

下物や路面損壊の有無に関わらず，固定的に発生する．

一方，道路区間により，単位期間中の路上落下物や路

面損壊の発見確率は多様に変動する．道路の巡回頻度

を増やすほど，道路の安全性や交通流の確保に支障を

きたす事象（以下，路上障害物という）の発生に迅速

に対応することができ，路上障害物を長時間放置する

リスクは小さくなる．一方で，高頻度の道路巡回は巡

回費用の増加を招き，結果的に社会的費用が増加して

しまう可能性がある．このように，障害物発生リスク

と道路の巡回費用の間にはトレードオフの関係があり，

管理者は障害物発生リスクの管理目標を設定した上で，

巡回費用を可能な限り削減するような巡回方策を検討

する必要がある．

路上障害物の発生過程は，各事象がランダムに発生

するような数え上げ過程としてモデル化できる．本研

究では，まず落下物や路面の変状および損壊の発生を

ポワソン過程としてモデル化する．しかし，ポワソン過

程は，ある期間中における事象の平均発生件数と，そ

の分散が同一になるという限界を有している．現実の

路上障害物の発生過程が，このような特性を有してい

るという保証はなく，より柔軟な発生過程のモデル化

が必要となる．そこで，本研究では，路上障害物の到

着率の異質性を考慮することが可能な混合ポワソン過

程を提案する．その際，到着率をポワソンモデルで表

現するとともに，その異質性をガンマ分布で表現した

ポワソンガンマ発生モデルを用いて路上障害物の発生

リスクを表現する．

以上の問題意識の下に，本研究では路上障害物の発

生現象をポワソンガンマ発生モデルで表現する．さら

に，道路巡回費用を削減するような望ましい巡回政策

を検討する障害物発生リスク管理モデルを提案する．以

下，２．で本研究の基本的な考え方を説明する．３．で

は，ポワソン発生モデルを，４．でポワソンガンマ発

生モデルを定式化する．５．で障害物発生リスク管理

モデルを提案し，６．で一般国道の道路巡回を対象と

した適用事例を示す．
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２．本研究の基本的な考え方

（１）従来の研究概要

土木施設のアセットマネジメントにおいては，土木

施設の劣化予測が重要な課題となる．土木施設の力学

的劣化予測モデルに関しては，すでに多くの研究の蓄

積がある1);2)．さらに，土木施設のマクロなレベルでの

統計的劣化予測を行うことを目的とした統計的劣化予

測モデルも提案されている3)Ä8)．統計的劣化予測モデ

ルにおいて，ハザードモデル9);10)を用いた研究事例が

蓄積されている．例えば，Shin and Madanat4)は，道

路舗装のひび割れ開始時刻を予測するためのワイブル

型劣化ハザードモデルを提案している．また，青木等

はトンネル照明ランプの劣化状態が故障の有無という

２値状態で表現されることに着目し，ワイブルハザー

ドモデルを用いた劣化予測モデルを提案している5)．さ

らに，劣化状態を複数のレーティングで表し，レーティ

ング間の推移確率を表現する多段階指数劣化ハザード

モデル6)，多段階ワイブル劣化ハザードモデル7)を開発

している．これに対して，本研究で対象とする路上障

害物の発生予測は，既往の劣化予測モデルとは異なる

特性を有している．ハザードモデルが対象とする故障

現象では，対象とする土木施設が正常なサービスを提

供している期間長を予測することを目的とする．サー

ビスの提供が不可能になった時点で，施設状態は「故

障」となるか，よりサービス状態が劣化したレーティン

グに移行していく．これに対して，路上障害物の場合，

障害物が発生した時点以降にも，施設サービスが持続

的に提供されるため，つぎの巡回時点までに発生する

路上障害物数を求めることが課題となる．

本研究では，このような路上障害物の発生過程を，ま

ずポワソン過程としてモデル化する．しかし，伝統的な

ポワソン過程では，事象の到着率が確定的であり，多様

な内容を有する路上障害物の発生過程を十分に表現でき

ない．このため，本研究では路上障害物の発生過程を，

到着率の異質性を考慮した混合ポワソン過程としてモ

デル化することを試みる．混合ポワソン過程に関する

研究は，Fisher11)が先鞭をつけ，その後，各種の拡張が

試みられた12)Ä14)．また，適用事例として，オペレー

ショナルリスクの評価15)や事故リスクの評価16)Ä19)に
用いられてきた実績がある．一般に，混合ポワソン過程

モデルは，発生確率分布と発生間隔の確率分布を合成

するために，モデル構造が非常に複雑になるという問

題がある．しかし，本研究で採用するポワソンガンマ

発生モデル20);21)は，混合ポワソン過程モデルの中で，

もっとも簡単なモデル構造を有しており，モデルを解

析的に表現できるという利点がある．さらに，路上障

害物のリスク管理指標を容易に導出できるという利点

τΑ τΒ

1期目のサイクル長：Z
（巡回間隔）

τ1 τ2 τn

n(τB)=n

路上障害物の発生 除去

2期目：Z

τΑ τΒ

1期目のサイクル長：Z
（巡回間隔）

τ1 τ2 τn

n(τB)=n

路上障害物の発生 除去

2期目：Z

図－１　路上障害物の発生過程

も有している．以上の理由により，本研究ではポワソ

ンガンマ発生モデルを用いて，路上障害物の発生過程

を表現する．

道路巡回頻度は，障害物発生リスクと密接な関係が

ある．道路巡回頻度を減少すれば，巡回費用を低減す

ることが可能である．一方で，路上障害物が長時間放

置されることになり，交通事故の発生等の障害物発生

リスクを増加させることになる．このように巡回費用

と障害物発生リスクとの間には，巡回頻度を介してト

レードオフの関係が存在する．そこで，本研究では，路

上障害物の発生過程を混合ポワソン過程としてモデル

化し，巡回費用の効果的な削減を目的とした道路巡回

方策を検討するための方法論を提案する．筆者等の知

る限り，路上障害物の実証的な計測結果に基づいて，道

路巡回政策を検討した研究事例は本研究以外に見あた

らない．また，本研究で用いるポワソンガンマ発生モ

デルは，適用上の若干の工夫を試みているものの，す

でに既往研究で提案されているモデル20);21)と同一で

ある．しかし，本研究で提案するリスク管理指標に関

しては，筆者らが知る限り，類似の研究事例はない．

（２）道路巡回スキーム

路上障害物の発生過程をモデル化しよう．いま，対

象とする路線を複数の道路区間に分割する．さらに，各

道路区間における路上障害物の発生回数に関する時系

列データが利用可能であると考えよう．図－１に示す

ように，各道路区間で時間軸に沿って同一の時間間隔を

経て道路巡回が実施される．時刻úはカレンダー上の実

時刻を表す．以下，実時刻のことを「時刻」と呼ぶ．同

図の時刻úA; úB ;ÅÅÅにおいて，道路巡回が実施されてい

る．ある巡回時刻から次の巡回時刻までの期間をサイ

クルと呼ぶ．隣接する巡回時刻の間の時間間隔をサイ

クル長と呼ぶ．同図の例では，サイクル長は zである．
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道路巡回が実施され，路上障害物が発見されれば，直

ちに障害物が除去される．一方，時刻ú1; ú2;ÅÅÅに路上

障害物が発生している．しかし，道路管理者は，路上

障害物が発生した時刻を観測することができない．時

刻úBで道路巡回することにより，図－１に示すように，

サイクル期間 [úA; úB)の間に発生した路上障害物の個数

のみを観測することができる．

ここで，路上障害物が一定の到着率ïでポワソン到着

する場合を考えよう．３．（１）でポワソン過程の特性

を記述するが，ポワソン過程は以下のように優れた性

質を有している．いま，図－１には，時刻úAを初期時

刻とし，それ以降の時刻 t 2 [úA; úB)までに，ある道路

区間で発生した路上障害物の累積個数を数え上げ過程

n(t)として表記している．当然のことながら，初期時

刻úAにおいてn(úA) = 0が成立する．時刻úBまでにn

個の路上障害物が発生しているが，n+1個目の障害物

は発生していない．時刻úBから，úBを初期時刻とする

２期目のサイクルが開始する．路上障害物がポワソン

到着する場合，２期目のサイクルにおいて 初の路上

障害物の発生時刻は，１期目のサイクルで 後の障害

物が発生した時刻に依存しない．すなわち，路上障害

物の発生現象は，過去の発生履歴に依存しない．

ポワソン過程では，時間を通じて到着率が常に一定

であると仮定している．しかし，路上障害物には，さま

ざまな内容が含まれており，そのすべてが同一の到着

率に従って発生するとは限らない．また，複数の道路区

間が同一の特性を有していても，分析者に観測できな

い要因により到着率が変動する可能性もある．このた

め，現実の路上障害物の発生が，ポワソン過程に従う

保証はない．さらに，４．（１）で言及するように，ポワ

ソン過程では，あるサイクル期間に路上障害物が発生

する個数の期待値と分散が一致するという制約が存在

する．本研究で採用する適用事例でも明らかなように，

路上障害物の発生数の分散は，期待値よりもかなり大

きいという over-dispersionの問題19)が発生する．この

ようなover-dispersionの問題を解決するためには，路

上障害物の到着率の異質性を認めた混合ポワソン過程

を用いることが必要である．

いま，対象とする道路区間のそれぞれに対して，複

数個の巡回サイクルに関するデータが入手可能である

と考えよう．また，各道路区間における路上障害物の

到着率ïが，ある確率分布F (ï)に従って分布すると考

えよう．さらに，各巡回サイクルごとに，確率分布の中

からある到着率が実現する．すなわち，各サイクル期

間中は，選択された到着率に従って，路上障害物がラ

ンダム発生すると考える．このように到着率の確率分

布を導入した混合ポワソン過程を想定することにより，

路上障害物の発生が過去の履歴に依存しないというポ

ワソン過程の特性を残しながら，over-dispersionの問

題を解決することが可能となる．なお，厳密に言えば，

巡回頻度（サイクル長）を変更すれば，到着率の確率

分布も変化すると考えることができる．この問題に対

しては，到着率の確率分布として単一の確率分布を想

定するのではなく，到着率の確率分布がサイクル長や

道路特性に依存するような混合ポワソン過程を考慮す

ることにより対処できる．しかし，この問題は混合ポ

ワソンモデルを複雑化することが必要であり，今後の

研究課題に残したい．

（３）リスクマネジメント

道路区間を基本単位として路上障害物の発生リスク

を管理する場合，１）路上障害物の発生頻度と，２）路

上障害物の社会・経済的重要性という２つの視点が必

要となる．路上障害物の発生頻度が多い道路区間ほど，

路上障害物を頻繁に除去することが必要となる．一方，

交通量の多い道路区間では，わずかな路上障害物でも，

それと遭遇する交通量が多い．このため，路上障害物の

到着率が同一でも，交通量が多い道路区間ほど頻繁に

路上障害物を除去することが必要となる．一般に，巡

回頻度（サイクル長）と，路上に放置される障害物の

発生リスクの間には密接な関係が存在する． 適な巡

回頻度を決定するためには，所与の巡回頻度の下で発

生する障害物発生リスクを評価することが重要な課題

となる．路上障害物の放置による経済的損失を明確に

定義できる場合には，例えば経済的損失と巡回費用の

総和で表される社会的費用を 小にするように信頼水

準を決定することができる．しかし，路上障害物の放

置と経済的損失との直接的な因果関係に関しては不確

実な要素が多大に含まれる．現在のところ，ミクロな

道路区間レベルにおいて，路上障害物による経済的損

失に関する評価を正確に実施することは不可能である．

このため，社会的費用の評価は不正確にならざるを得

ない．のちに，５．において，障害物発生リスクの管理

指標を検討するが，そこでは各道路区間に対する信頼

水準を直接設定する方法を採用する．本研究では，路

上障害物の発生過程の管理指標として，１）巡回時刻

における路上障害の発生数と，２）路上障害物の累積

放置時間長（あるいは，路上障害物と遭遇する総交通

量）という指標を提案することとする．通常，道路管

理者は，個別の道路区間ごとに障害物発生リスクを管

理するのではなく，路線もしくはいくつかの連続する

道路区間を対象として道路巡回を行い，路上障害物の

除去に務めている．本研究では，１回の道路巡回によ

り一括してリスク管理を行う道路区間の集合を管理基

本区間と呼ぶこととする．このような道路巡回の実態

を考慮すれば，路上障害物の発生リスクを管理する視
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点として，１）道路区間を基本単位とするミクロな視

点，２）管理基本区間全体を対象とするマクロな視点，

３）局所的な問題箇所を検討する視点，という３つの

視点が重要となる．のちに，６．（４）では，各道路区間

を対象としたミクロなリスク評価結果に基づいて，基

本管理区間を対象とした信頼水準，および 適巡回頻

度を検討するための基本的な考え方について考察する．

なお，道路管理者は，複数の路線を同時に管理してお

り，ネットワーク全体としての巡回政策を検討するこ

とが必要となる．このようなネットワークレベルでは，

巡回経路の設定と巡回頻度等を同時に考慮したような

巡回方策を検討することが必要となる．このようなネッ

トワークレベルの巡回問題に関しては，本研究の域を

越えるので取り上げないこととする．

３．ポワソン発生モデル

（１）ポワソン過程

ポワソン過程に関しては，多くの文献22);23)に詳し

いが，読者の便宜を図るために簡単に紹介しておく．管

理対象とする路線を，それを構成する I個の単位道路区

間に分割しよう．さらに，初期時刻から無限に続く時

間軸を考えよう．時間軸上の時間区間 [0; t] (t ï 0)に
おいて対象区間 i (i = 1;ÅÅÅ; I)に発生した路上障害物

の累積個数をni(t)で表す．ここで，記述の簡便化のた

めに，当面の間，区間を表す下付き添え字 iを無視しよ

う．路上障害物の発生過程は，路上障害物の発生時刻に

ジャンプが発生する数え上げ過程（counting process）

n(t) (t ï 0)として記述できる．すなわち，路上障害物

が発生する時刻をúk (k = 1; 2;ÅÅÅ)と表せば，数え上げ

過程は，

n(t) =
1X
k=1

Iúkît (1)

と定義できる．ただし，IAは条件Aが成立する時に１，

そうでない時に０となる指示関数であり，Iúkîtは，

Iúkît =

(
1 úk î tが成立する時

0 そうでない時
(2)

を意味する．この時，数え上げ過程は，路上障害物が

発生する時刻においてジャンプする右連続な過程とな

る．さらに，数え上げ過程n(t)が，

1)ほとんど確実にn(0) = 0である

2)nはかつ独立な増分を有する

3)任意の tに対してn(t)がポワソン分布Po(ït)に従う

という条件を満足する時，n(t)は同質ポワソン過程と

呼ばれる．路上障害物の発生過程が同質ポワソン過程

に従う時，任意の0 < u < v < tに対して，

P (n(v)Ä n(u) = n) = P (n(v Ä u) = n)

=
fï(v Ä u)gn

n!
expfÄï(v Ä u)g (3)

が成立する．ここに，n(v) Ä n(u)は期間 [u; v)に発生

した路上障害物の数を表す．さらに，微小期間 [t; t+h)

を考えよう．この時，微小期間 [t; t + h)の間に路上落

下物が１個以上発生する確率は，微小なhに対して，

P (n(t+ h)Ä n(t) = 1)

= exp(Äïh)
1X
n=1

(ïh)n

n!

ô ïh+ o(h) (4)

と近似できる．ただし，２個以上発生する確率は無視

しうる．すなわち，ポワソン分布のパラメータïは，微

小期間当たりの路上障害物の到着率を表す．

（２）モデルの定式化

いま，道路区間 i (i = 1;ÅÅÅ; I)の使用環境を表す

特性ベクトルを環境条件xmi (m = 1;ÅÅÅ;M)を要素

とする行ベクトルxi = (x1i ;ÅÅÅ; xMi )と表す．ただし，

xmi (m = 1;ÅÅÅ;M)は道路区間 iのm番目の説明変数

の観測値を表す．道路区間 iにおける路上障害物の到着

率ïiが道路区間特性ベクトルxiに依存すると考え，

ïi = ï(xi;å) = exp(xiå
0) (5)

と表そう．ただし，å = (å1;ÅÅÅ; åM )は未知パラメー

タåm (m = 1;ÅÅÅ;M)による行ベクトルである．記号 0
は転置操作を表す．式 (5)では，指数関数を用いており，

到着率は非負の値をとる．以下，式 (5)をポワソン発生

モデルと呼ぶこととする．いま，図－１に示したよう

に，道路区間 iに対して時刻 t = úAと t = úB (úB > úA)

という２つの時刻に道路巡回したと考えよう．道路巡

回間隔は zi = úB ÄúAである．時刻 t = úAに巡回した

ときに，路上障害物が存在している場合，同時刻に直

ちに路上障害物が撤去されると考えよう．したがって，

時刻 t = úAの巡回直後の時刻では，路上障害物は0と

なる．すなわち，時刻 t = úBに道路巡回を実施した時

に，道路区間 iにni個の路上障害物が発見される確率は

ポワソン分布

Po(n(zi) = nijïi)
=
(ïizi)ni

ni!
exp(Äïizi) (6)

で表される．以下，式 (6)をポワソン発生モデルと呼ぶ

こととする．ただし，ïi = ï(xi;å)である．この時，巡

回間隔 ziの後に，道路区間 iで観測される路上障害物の

平均値E[nijzi]と分散V [nijzi]は，

E[nijzi] = ï(xi;å)zi (7a)

V [nijzi] = ï(xi;å)zi (7b)

と表される．すなわち，ポワソン発生モデルを用いた

場合，路上障害物の平均値と分散が一致する．しかし，
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交通事故や，本研究で対象とする路上障害物のように

生起する確率が極めて小さい事象においては，その事

象の発生数の分散が期待値よりもかなり大きくなると

いう over-dispersionの問題が発生することが指摘され

ている19)．したがって，現実に今回の道路巡回で観測

される路上障害物の数に対しても，期待値と分散が一

致する保証はなく，ポワソン発生モデルは，ランダム発

生現象に厳しい制約条件を設けていると言えよう．そ

こで，４．では，ポワソン発生モデルが有する制約を

緩め，平均と分散が一致する必要がないような混合ポ

ワソン発生モデルを定式化する．

（３）ポワソン発生モデルの推計

道路巡回により，路上障害物に関する情報を獲得す

ることができる．道路巡回の結果，合計K個の巡回サ

ンプル情報が得られたとしよう．巡回サンプル j (j =

1;ÅÅÅ;K)の情報ejを，

ej = (nj ; zj ;xi(j)) (8)

と表そう．ここに，i(j)は，巡回サンプル jのデータが

対象とする道路区間のコード番号を表す．また，njは観

測された路上障害物の個数，zjは道路巡回の間隔，xi(j)

は道路区間 i(j)の特性ベクトルを表す．この時，巡回

サンプル jの実測値ñejが生起する条件付き確率（尤度）

`(å : ñej)は，

`(å : ñej)

=
(ï(ñxi(j);å)ñz

j)ñn
j

ñnj !
expfÄï(ñxi(j);å)ñzjg (9)

と表せる．記号ñ　は，実測値であることを意味する．ま

た，尤度 `は推定パラメータの関数として定義されるが，

同時に与件データ（実測値など）を用いて定義される．

このことを明示的に示すために，尤度関数の中に記号

「：」を用いている．この点は，通常の条件付確率の表

記と異なるので留意されたい．I個の道路区間における

路上障害物の発生が，互いに独立に分布すると仮定す

れば，K個の巡回サンプルデータが生じる同時生起確

率密度を表す対数尤度関数は，

lnfL(å : ñe)g = ln
KY
j=1

`(å : ñej)

= î+
KX
j=1

ñnj lnfï(ñxi(j);å)g

Ä
KX
j=1

ï(ñxi(j);å)ñz
j (10)

と表せる．ただし，ñe = fñej (j = 1;ÅÅÅ;K)gである．

また，î=
PK
j=1(ñn

j ln zj Ä ln ñnj !)は定数項であり無視

しよう．対数尤度関数，式 (10)を 大にするようなパ

ラメータ値åの 尤推定量は，

@ lnfL(å̂ : ñe)g
@åm

= 0; (m = 1;ÅÅÅ;M) (11)

を同時に満足するようなパラメータå̂ = (å̂1;ÅÅÅ; å̂M )
として与えられる． 適化条件はM次の連立非線形方

程式であり，たとえば，Newton法を基本とする逐次反

復法24)を用いて解くことができる．さらに，パラメー

タの漸近的な共分散行列の推定量Ü̂ (å̂)は，

Ü̂ (å̂) =

"
@2 lnfL(å̂ : ñe)g

@å@å0

#Ä1
(12)

と表すことができる．ただし，上式 (12)の右辺は

@2 lnfL(å̂ : ñe)g=@ål@åmを (l;m)要素とするM ÇM次

のFisher情報行列の逆行列である25)．

４．ポワソンガンマ発生モデル

（１）混合ポワソン過程

ポワソン過程は，１種類の事象が同一の到着率で繰

り返し生起することを前提としている．しかし，路上

障害物には，多様な種類の路上落下物，路面の変状，道

路付帯施設の破損・損壊等が含まれ，これらの障害物

がすべて同一の到着率で生起するとは考えにくい．む

しろ，数多くのタイプの路上障害物がランダムに発生

する現象と考える方が妥当であろう．以下では，数多

くのタイプの路上障害物が異なる到着率で生起し，あ

る期間における到着率が確率分布に従って分布すると

考えよう．すなわち，対象道路区間ごとに，路上障害物

の到着率が確率分布すると考える．それと同時に，各

道路区間ごとに，路上障害物がポワソン過程に従って

発生すると考える．このように到着率が確率分布する

ようなポワソン過程は，混合ポワソン過程と呼ばれる．

混合ポワソン過程を用いることにより，ポワソン過程

において成立する平均（式 (7a)参照）と分散（式 (7b)

参照）が等しくなるという制約条件を取り除くことが

可能であり，より柔軟性の高い数え上げ過程をモデル

化することが可能となる．このような混合ポワソン過

程として，本研究では，到着率の異質性をガンマ分布

で表現し，事象の発生現象をポワソン過程モデルで表

現する．ポワソンガンマ発生モデルは，混合ポワソン

過程モデルの中で，もっとも簡単なモデル構造を有し

ており，モデルを解析的に表現できるという利点を持っ

ている．さらに，のちに議論するように，ある観測期

間中に発生する路上障害物の累積個数を負の２項分布

で表現できるという特性を持っている．このため，路

上障害物のリスク管理指標を容易に導出できるという

利点を有している．ポワソンガンマモデルの詳細に関

しては，参考文献22);23)を参照して欲しい．
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なお，ポワソンガンマ発生モデルでは，ある単位期

間中に観測される路上障害物の累積発生数を確率分布

として表現する．しかし，道路巡回の結果として得ら

れるデータは，道路区間ごとに観測期間長が異なって

いる．さらに，道路巡回頻度を議論するためには，巡

回間隔の変化が障害物発生リスクに及ぼす影響をモデ

ル化することが必要となる．そこで，本研究では，巡

回間隔（観測期間長）ziを明示的に考慮したポワソンガ

ンマ発生モデルを提案することとする．また，リスク

管理指標の操作性を確保するために，到着率分布を平

均１とするガンマ分布で表現する．

（２）モデルの定式化

道路区間 i (i = 1;ÅÅÅ; I)における路上障害物の到着

率が，確率分布関数F ("i)に従うと考えよう．いま，到

着率ïi > 0を，到着率に関する１つの実現値と考えよ

う．到着率ïiを，

ïi = ñi"i

= exp(xiå
0)"i (13)

とモデル化する．ñi = exp(xiå
0)は，道路区間 iにおけ

る路上障害物の平均的到着率であり，道路区間 iの特性

xiを用いて表現される．また，"iは，平均１，分散ûÄ1

のガンマ分布に従う確率誤差項である．ガンマ分布が

区間 [0;1)で定義されており，かつ式 (13)の右辺で説

明変数の加重和に関する指数関数を採用していること

より，任意の説明変数と確率誤差項に関して式 (13)の

右辺が正の値をとることが保証される．確率誤差項"iの

平均が１であることより，期待到着率E[ïi]は，

E[ïi] = exp(xiå
0) (14)

と表される．一般に，ガンマ分布G(ã;å)の確率密度関

数 f("i : ã;å)は，

f("i : ã;å) =
1

åãÄ(ã)
"ãÄ1i exp

í
Ä"i
å

ì
(15)

と定義できる．ガンマ分布G(ã;å)の平均はñ= ãåで，

分散はõ2 = ãå2である．したがって，平均１，分散 1=û

のガンマ分布の確率密度関数 f("i : û;ûÄ1)は，

f("i : û;û
Ä1) =

ûû

Ä(û)
"ûÄ1i exp(Äû"i) (16)

と表される．ここで，路上障害物が到着率ïiで発生す

ると仮定しよう．このとき，時間間隔 ziで道路巡回を

実施した際に，道路区間 iにni個の路上障害物が発見さ

れる条件付き確率は，式 (6)に示すようなポワソン分布

Po(n(zi) = nijïi)で表現される．さらに，到着率ïiが，

ガンマ分布，式 (16)に従って分布する場合，時間間隔

ziの下で道路区間 iにni個の路上障害物が発見される無

条件確率は，

P (n(zi) = ni)

=

Z 1

0
Po(n(zi) = nijïi)f("i : û;ûÄ1)d"i

=

Z 1

0

ûû

Ä(û)

(ïizi)ni

ni!
exp(Äïizi)"ûÄ1i

exp(Äû"i)d"i
=

ûû

ni!Ä(û)

Z 1

0
(ñizi)

ni"ni+ûÄ1

expfÄ(ñizi +û)"igd"i (17)

と表される．ここで，ui = (ñizi+û)"iと置き，確率密

度関数の変数変換を行えば，Z 1

0
(ñizi)

ni"ni+ûÄ1i expfÄ(ñizi +û)"igd"i

=

Z 1

0

(ñizi)ni

(ñizi +û)ni+û
uû+niÄ1i exp(Äui)dui

=
Ä(û+ ni)(ñizi)ni

(ñizi +û)ni+û
(18)

が成立する．したがって，時間間隔 ziの下で道路区間 i

にni (ni = 0; 1; 2;ÅÅÅ)個の路上障害物が発見される無

条件確率は，

P (ni(zi) = ni)

=

í
û

ñizi +û

ì ûí
ñizi

ñizi +û

ì ni Ä(û+ ni)
ni!Ä(û)

(19)

と表される．以下，確率分布モデル，式 (19)をポワソ

ンガンマ発生モデルと呼ぶこととする．さらに，pi =

û=(ñizi +û)と置けば，式 (19)は，

P (ni(zi) = ni)

= pûi (1Ä pi)ni
Ä(û+ ni)

ni!Ä(û)

=

†
û+ ni Ä 1

ni

!
pûi (1Ä pi)ni (20)

と書き換えることができる．ただし，Ä(û+ni) = (û+

ni Ä 1)ÅÅÅûÄ(û)であり，†
û+ ni Ä 1

ni

!
=
(û+ ni Ä 1)(û+ ni Ä 2)ÅÅÅû

ni!

と表せる．また，

P (ni(zi) = 0) = p
û
i (21)

である．すなわち，ポワソンガンマ発生モデル，式 (20)

は，確率piを持つ負の２項分布26)として表すことがで

きる．また，時間間隔 ziを与件とした路上障害物の平

均発生数E[nijzi]と，分散V [nijzi]は，

E[nijzi] = ñizi (22a)

V [nijzi] = ñizi(ñizi +û)
û

(22b)

と表される20);27)．読者の便宜を図るため，平均と分散

の導出過程を付録Aに示している．
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（３）モデルの推計方法

ポワソンガンマ発生モデル，式 (20)において，未知

パラメータはåと分散パラメータûである．３．（３）と

同様に，巡回サンプル j (j = 1;ÅÅÅ;K)の実測値情報

ñe = fñej (j = 1;ÅÅÅ;K)gが得られた場合を考える．ポ

ワソンガンマ発生モデルの対数尤度関数は，

lnfL(å; û: ñe)g

=
KX
j=1

n
ln
hÄ(û+ ñnj)

Ä(û)

i
+ ñnj ln(ñi(j)ñz

j)

Ä(ñnj +û) ln(ñi(j)ñzj +û) +ûlnûÄ ln ñnj !
o
(23)

と表される．ここで，ガンマ関数に関して，

ln

ö
Ä(û+ ñnj)

Ä(û)

õ
=
ñnjÄ1X
k=0

ln(û+ k) (24)

が成立する28);29)．したがって，対数尤度関数は，

lnfL(å; û: ñe)g

=
KX
j=1

n ñnjÄ1X
k=0

ln(û+ k) + ñnj ln(ñi(j)ñz
j)

Ä(ñnj +û) ln(ñi(j)ñzj +û) +ûlnûÄ ln ñnj !
o
(25)

と書き換えることができる．ただし，

ñi(j) = exp(ñxi(j)å
0) (26)

が成立する．対数尤度関数，式 (25)を用いれば，ポワ

ソン発生モデルの場合と同様に， 尤法によりポワソ

ンガンマ発生モデルのパラメータå，ûの 尤推定量を

求めることができる．

５．障害物発生リスク管理モデル

（１）リスク管理の目的

リスク管理指標として，２．（３）で議論したように，

１）路上障害物数，２）累積放置時間長（遭遇交通量）

という２つの指標を提案する．リスク管理指標は，道

路区間単位，および路線単位で定義できる．ここでは，

道路区間 i (i = 1;ÅÅÅ; I)ごとにリスク管理指標を定義

しよう．５．（２）では，巡回時刻で発見される路上障

害物数の分布を定義する．その際，路上障害物の発見

個数の期待値とVaR指標を定義する．路上障害物の発

生が確率過程に従う場合，巡回時刻で発見される路上

障害物数は確率分布する．ある信頼水準の下で，路上

障害物の発見個数に関するリスク管理を行う場合，路

上障害物の発見個数の分散を考慮するVaR指標が必要

となる．ついで，５．（３）では，累積放置時間長，と遭

遇交通量という２つの指標を提案する．道路障害物が

長期間路上に放置されると交通事故リスクが増加する．

さらに，自動車交通量が多い道路では，累積放置時間

が長くなるほど，交通事故リスクも大きくなる．そこ

で，本研究では，個々の路上障害物が道路上に放置さ

れる時間長の総和を累積放置時間長と呼ぶこととする．

さらに，当該自動車区間を利用する交通量の情報を用

いて，２つの巡回の間に「路上障害物と遭遇した延べ

交通量」を遭遇交通量と呼ぶこととする．遭遇交通量

に関しても，道路区間および路線のそれぞれのレベル

において，遭遇交通上の期待値およびVaR指標を定式

化することができる．以上の議論は，混合ポワソン過

程モデルを用いて統計的な方法で検討できる．しかし，

道路区間の中には，局所的な道路条件や環境条件によ

り，統計的なリスク水準より路上障害物の到達リスク

が突出する区間が存在する．このような道路区間に対

しては，例えば監視カメラを設置する等，重点的なリ

スク管理が必要となる．このような重点的なリスク管

理が必要となる道路区間を抽出することも，障害物発

生リスク管理において重要な課題となる．この問題に

関しては，５．（４）で議論する．

なお，道路巡回費用を削減するためには，単独の道

路区間のみを対象とするのではなく，連続する複数の

道路区間に対して同時に巡回を実施することが必要と

なる．したがって，路線全体を対象とする管理レベル

では，巡回業務の連続性を考慮して，路線を構成する

道路区間を複数のグループに集約し，各グループごと

に巡回頻度を設定することが現実的である．その上で，

各グループの巡回頻度と巡回費用の関係を検討するこ

とになる．このような路線別の巡回政策に関しても，以

下で定式化するリスク管理指標を用いて検討すること

ができる．この問題は，６．（４）で取り上げる．

（２）路上障害物発生数

道路区間 i (i = 1;ÅÅÅ; I)に対して，時間間隔 ziごと

に巡回する場合を考える．この時，ni (ni = 0; 1;ÅÅÅ)個
の路上障害物が発見される確率は，式 (20)より，負の

２項分布

NB(ni : zi) =

†
û+ ni Ä 1

ni

!
pûi (1Ä pi)ni (27a)

NB(0 : zi) = p
û
i (27b)

と書き換えることができる．路上障害物の期待発生数

E[nijzi]は，

E[nijzi] = ñizi (28)

と表される．期待発生数E[nijzi]は直観的に分かりや

すい指標である．しかし，期待発生数は，数多く繰り

返される巡回において観測される路上障害物の発生数

の期待値を定義したものであり，現実に各巡回時刻に

おいて観測される路上障害物の発生数を表したもので

はない．各巡回時刻において観測される路上障害物の

発生数がE[nijzi]より多くなることは当然起こりうる．
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障害物発生リスクの管理のためには，発生数の確率分

布を明示的に考慮できる管理指標が望ましい．そこで，

路上障害物の発生リスクの管理指標としてVaR（Value

at Risk）指標を定式化しよう．いま，巡回間隔を ziと

した時に，巡回時刻において観測される路上障害物の

発生数niが，ある許容水準（以下，リスク管理限界と

呼ぶ）U i以上となる確率は，

P (ni ï U ijzi) =
1X

ni=[Ui]

NB(ni : zi) (29)

と表される．ただし，[U i]はU iを越える整数の中で

小の整数を表す．図－２に，路上障害物の発生数の確

率分布と，路上障害物の期待発生数，リスク管理限界

を示している．この場合の確率変数である障害物の発

生数は離散値を取るので，図中のni ï ãの領域（斜線

部分）に描かれている線分長（確率）の総和!は，巡回

時刻で観測される路上障害物の発生数がリスク管理限

界として設定したU i = ãより大きくなる確率を表して

いる．路上障害物の発生過程に不確実性があるために，

巡回時刻で観察される路上障害物の発生数が，所与の

管理限界を常に満足するとは限らない．確率!は，障害

物発生リスクを表す指標であり，障害物発生信頼水準

と呼ぶこととする．ここで，障害物発生信頼水準!と巡

回間隔 ziを所与とした路上障害物発生数に関するVaR

指標VaRã!(zi)を，

VaRã!(zi)

= argmax
Ui

n
Ui

åååP (ni ï Uijzi) î !o (30)

と定義しよう．ただし，argは，式 (30)の右辺を 大に

するUiを指定する記号である．また，上付き添え字ã

は，路上障害物の発生数に関するVaR指標であること

を表している．ここで，集合ä!(U i)を，

ä!(U i) =
n
zi
åååVaRã!(zi) î U io (31)

と定義しよう．集合ä!(U i)は，「障害物発生信頼水準!

の下で，路上障害物の発生数をリスク管理限界U i以下

に抑えることが可能な巡回間隔の集合」を表している．

このように，路上障害物の発生リスクは，信頼水準!と

リスク管理限界U iという２つのパラメータを用いて表

現できる．信頼水準は統計学の有意水準に相当し，通

常は! = 0:05，0:01が採用される．リスク管理限界は

許容することができない具体的な物理量（この場合に

は障害発生数）を設定する．当然のことながら，信頼水

準，リスク管理限界を小さくすればするほど，厳しい道

路巡回政策を採用することを意味する．実際に道路管

理者は，信頼水準とリスク管理限界を設定することで，

適な巡回間隔を上式のように決定することができる．

なお，期待発生数E[nijzi]は信頼水準として 0:5を採用

したVaR値（VaRã0:5(zi)）に他ならない．VaR指標の

0

VaR0.05
α(10)

路上障害物の発生数：ni

期待発生数：E[ni | zi] = 1.5369

1 2 3 4 5 6　・・・・

0.3401

0.2672

0.1703

0.1000
0.0564 0.0309

α

確
率

密
度
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確
率

密
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注）　本図は実証分析事例（巡回間隔 ziを 10日と設定し

た場合）に，巡回時刻で観測される路上障害物の確率分布

を表したものである．図中の点ãは，VaR値VaRã0:05(10)
を示す．なお，期待発生数E[nijzi]は1.5369個である．

図－２　路上障害物の発生分布

定義より，! < 0:5の場合，E[nijzi] < VaRã!(zi)が成

立する．

（３）累積放置時間分布

本節では，路上障害物が路上に放置される累積時間長

に関するリスク管理指標を提案する．いま，ある巡回時

刻を起点とする時間軸を考える．この時間軸上の時刻を

時点と呼ぶ．道路区間 i (i = 1;ÅÅÅ; I)の路上障害物の発

生過程に着目する．当該の巡回時点 t = 0から，次の巡

回時点 t = ziまでの期間の中でn(zi) = ni個の路上障害

物が時点 0 î t1i î ÅÅÅî tnii < ziに発生したとしよう．

この時，ni個の障害物が路上に放置される期間長は，そ

れぞれ ziÄ tmi (m = 1;ÅÅÅ; ni)と表される．ここで，単

位区間 [0; 1)において互いに独立な一様分布に従って分

布する確率変数um (m = 1;ÅÅÅ; ni)を定義しよう．ni

個の路上障害物の累積放置時間Sn(zi) =
Pni
m=1 ziÄ tmi

に関する条件付確率分布関数は，

F (yijn(zi) = ni) = P (Sn(zi) î yijn(zi) = ni)

= P

0@n(zi)X
m=1

zi Ä tmi î yi

åååååån(zi) = ni
1A

= P

0@n(zi)X
m=1

zi(1Ä um) î yi

åååååån(zi) = ni
1A (32)

と表現できる（導出過程は付録B参照）．巡回間隔 zi

の下で，巡回時点で観測される路上障害物の累積放置

時間をS(zi) =
Pn(zi)
m=1 Sm(zi)と表そう．ただし，路上

障害物の発生数n(zi)は確率変数であり，S(zi)も確率

変数である．この時，路上障害物の累積放置時間の分
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布関数は，

P (Si(zi) î yi)

=
1X
ni=0

P (n(zi) = ni)P (Sn(zi) î yijn(zi) = ni)

=
1X
ni=0

P (n(zi) = ni)

P

0@n(zi)X
m=1

zi(1Ä um) î yi

åååååån(zi) = ni
1A

= P

0@n(zi)X
m=1

zi(1Ä um) î yi
1A (33)

と定義される．区間 [0; 1]で定義される確率変数umが一

様分布に従うとき，1Äumも同一の一様分布に従う．し

たがって，累積放置時間S(zi)の分布関数P (S(zi) î yi)
は，次式で表せる22)．

P (S(zi) î yi) = P
0@n(zi)X
m=1

zium î yi
1A (34)

路上障害物の発生数がn(zi) = niの時，累積放置時間

Sn(zi) =
Pni
m=1 ziumの条件付き期待値は，

E[Sn(zi)jn(zi) = ni] = nizi
2

(35)

となる．したがって，累積放置時間の期待値（期待累

積放置時間）E[S(zi)]は，

E[S(zi)] =
1X
ni=0

P (n(zi) = ni)E [Sn(zi)jn(zi) = ni]

=
1X
ni=0

zi
2
niNB(ni : zi) =

ñiz2i
2

(36)

と表される．ここで，累積放置時間長の確率分布

を求めるために，区間 [0;1)を自然数 li (li =

1; 2;ÅÅÅ)を用いて，互いに排他的な可算無限個の区間

(0; zi]; (zi; 2zi];ÅÅÅ; ((li Ä 1)zi; lizi];ÅÅÅのクラスに分割

しよう．その中で，まず区間 [0; zi)に着目する．区間

yi 2(0; zi]において，一様分布の和S(zi)は，確率密度

ï(1) =
1X
ni=1

1

nizi
P (n(zi) = ni) (37)

の一様分布に従う．つぎに，区間 yi 2 (zi; 2zi]では，

S(zi)は確率密度

ï(2) =
1X
ni=2

1

nizi
P (n(zi) = ni)

= ï(1)Ä 1

zi
P (n(zi) = 1) (38)

の一様分布に従う．以下，同様の議論を繰り返すこと

により，区間 ((li Ä 1)zi; lizi]では，確率密度

ï(li) = ï(1)Ä
liÄ1X
mi=1

1

mizi
p(n(zi) = mi) (39)

0

確
率

密
度

累積放置時間[×Zi]
1 2 3 4 5　・・・・

λ(1)
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0

確
率

密
度

累積放置時間[×Zi]
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λ(3)

λ(0)

図－３　累積放置時間分布

の一様分布に従う．すなわち，累積放置時間の確率密

度関数h(yi)は，段階的な一様関数

h(yi) =

8>>>>>>>>>><>>>>>>>>>>:

ï(0) yi = 0

ï(1) yi 2 (0; zi]
ï(2) yi 2 (zi; 2zi]
... 　

...

ï(li) yi 2 ((li Ä 1)zi; lizi])
... 　

...

(40)

で表される．ただし，yi = 0の時，

ï(0) = P (n(zi) = 0) =

í
û

ñizi +û

ì û
(41)

が成立する．したがって，累積放置時間の分布関数は，

図－３に示すように区分連続的な確率分布で表現され

る．５．（２）の議論と同様に，信頼水準!と巡回間隔 zi

を所与とした累積放置時間に関するVaR指標VaRå!(zi)

を，

VaRå!(zi) = argmax
Vi

n
Vi
åååP (S(zi) ï Vi) î !o (42)

と定義する．さらに，集合ä!(V i)を

ä!(V i) =
n
zi
åååVaRå!(zi) î V io (43)

と定義しよう．集合ä!(V i)は，「信頼水準!の下で，累

積放置時間をリスク管理限界V i以下に抑えることが可

能な巡回間隔の集合」を表している．

つぎに，期待遭遇交通量を，路上障害物に遭遇する

自動車の期待台数により定義しよう．簡単のために，交

通量の到着率が一定値 giをとると仮定しよう．現実に

は，時間帯ごとに交通量は変動する．しかし，巡回区間

ごとの時間交通量の変動に関する詳細なデータは入手

不可能であり，以下では交通量の到着率が一定値であ

ると仮定する．この時，期待累積放置時間E[S(zi)]を

用いて，期待遭遇交通量E[W (zi)]は，

E[W (zi)] = giE[S(zi)] (44)
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と表せる．また，VaR指標VaRå!(zi)より，期待遭遇交

通量のVaR指標VaRç!(zi)は，

VaRç!(zi)

= argmax
Wi

n
Wi

åååP (giS(zi) ïWi) î !
o
(45)

となる．また，「信頼水準!の下で，遭遇交通量をリス

ク管理限界W i以下に抑えることが可能な巡回間隔の集

合」ä!(W i)は

ä!(W i) =
n
zi
åååVaRç!(zi) îW i

o
(46)

と定義できる．

（４）重点管理区間の抽出

道路区間 i (i = 1;ÅÅÅ; I)に対して，時間間隔 ziごと

に合計Li回の道路巡回を実施した場合を考えよう．さ

らに，第 li (li = 1;ÅÅÅ; Li)回目の道路巡回で発見した

路上障害物数をnlii と表そう．また，合計Li回の巡回に

よって得られた路上障害物数に関する観測サンプルベ

クトルをni = (n1i ;ÅÅÅ; nLii )と表そう．この時，観測さ

れる路上障害物数が，ポワソンガンマ発生モデルで推

定する平均的な路上障害物数と比較して，過大な路上

障害物数が発見される可能性がある．このような異常

値が見いだせる道路区間は，当該区間に特有な道路環

境条件が，障害物発生リスクに影響を及ぼしている可

能性がある．このような道路区間に関しては，標準的な

道路巡回だけでなく，重点的な路上障害物管理が必要で

ある．本研究では，道路障害物の到着率が異常に高い道

路区間を，重点管理区間と呼ぶこととする．重点管理区

間を抽出するためには，分析対象とする道路区間の母

集団における路上障害物の到着率と，抽出する道路区

間における到着率が有意な差異を有しているかどうか

を検討することが必要となる．このような特定のサン

プルの確率特性と，参照となる母集団における確率特

性との間における差異に関する検討は，損害保険理論

の分野で古くから信憑性理論 (credibility theory)30);31)

として１つの確立した分野となっている．本研究では，

信憑性理論に基づく統計的手法により，道路区間の重

点管理の必要性を評価しよう．

前述したように，巡回間隔 ziの下で特性xiの道路区

間において，期待路上障害物の期待発生数E[nijzi]は，

式 (28)より，

E[nijzi] = exp(xiå0)zi (47)

と表せる．一方，検討対象とする道路区間 iÉにおける

LiÉ回の巡回で実測した路上障害物の個数nliÉiÉ (liÉ =

1;ÅÅÅ; LiÉ)を用いて標本平均 ñXiÉを，

ñXiÉ =

PLiÉ
liÉ=1

nliÉiÉ

LiÉ
(48)

と定義しよう．このとき，標本平均 ñXiÉについては，

E[ ñXiÉ] = L
Ä1
iÉ

LiÉX
liÉ=1

E[nliÉiÉ jziÉ] = E[niÉjziÉ] (49)

が成立するため，標本平均 ñXiÉはE[niÉjziÉ]の不偏推定

量であることがわかる．また，標本分散についても同

様に負の二項分布の分散を用いて，

V ar[ ñXiÉ] = L
Ä2
iÉ

LiÉX
liÉ=1

V ar[nliÉiÉ jziÉ]

= LÄ1iÉ V ar[niÉjziÉ] (50)

と表現することができる．これら２式は，巡回回数LiÉ

がある程度の大きな数になったとき，標本平均 ñXiÉの分

散は 0に近づき， ñXiÉはE[niÉjziÉ]に集中し，確率収束

していくことを意味している．したがって，路上障害物

がポアソンガンマ発生モデルで発生しているか否か，す

なわち路上障害物が標準的に発生しているか否かを統

計的に判断するためには，標本平均の確率分布を定義し

た上で，予め設定したリスク水準p（例えば，p = 0:9）

に対して，

Pr
êåååñXiÉ ÄE[niÉjziÉ]åååî y(iÉ)ë ï p (51)

を満足するかを評価すれば良い．ここで，標本平均 ñXiÉ

の確率分布は，巡回回数が大きいときには大略正規分

布となることが中心極限定理により保証される．さら

に，標準化定数Zを，

Z =
ñXiÉ ÄE[niÉjziÉ]

(
p
LiÉ)Ä1V ar[niÉjziÉ]

　 (52)

と定めると，標準化定数は標準正規分布N(0; 1)に従う

ことになる．したがって，式 (51)は，

Pr
ê
jZj î y(iÉ)

(
p
LiÉ)Ä1V ar[niÉjziÉ]

ë
= Pr

ê
jZj î yp(iÉ)

ë
ï p (53)

と表すことができる．標準正規分布に関しては，その

累積分布関数が数多くの成書に数値表として与えられ

ているので，上式の yp(iÉ)を一意に定めることが可能

である．これより，リスク水準p を与件として，条件

jZj î yp(iÉ) (54)

を満足しない場合，当該の道路区間は他の区間より路

上障害物の発生特性が著しく顕著であると判断するこ

とができる．

６．適用事例

（１）適用事例の概要

本研究で提案したモデルを，国土交通省近畿地方整

備局が管理する一般国道の道路巡回履歴データに適用

しよう．同整備局では，「道路巡回実施要領（案）」33)

により，巡回の体制，種類，頻度，実施方法などが設
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表－１　路線データ
路線 対象区間延長 対象区間数 落下物 路面異常 平日24時間自動車交通量（大型車）

国道A号 5.0km 38(19×2) 18件 16件 2,731台
国道B号 6.2km 42(21×2) 37件 51件 3,787台
国道C号 3.7km 14 7件 5件 2,375台

合計 14.9km 94 62件 72件

表－２　ポワソン発生モデルおよびポワソンガンマ発生モデルの推計結果
ポワソン発生モデル ポワソンガンマ発生モデル

å1 å2 å3 å1 å2 å3 û
尤推定値 -15.2917 4.6934 0.0003 -15.2530 4.6164 0.0003 0.0855

ケース１： （t値） (-20.2406) (5.1436) (3.1242) (-19.0892) (4.7517) (2.9824) (2.1374)
落下物 +路面異常 対数尤度 -836.1172 -826.1124

尤度比 0.9265 0.9274
尤推定値 -15.4853 3.8409 0.0002 -15.4446 3.7634 0.0002 0.0430

ケース２： （t値） (-14.0698) (2.7866) (1.5673) (-13.3831) (2.6049) (1.4932) (1.2938)
落下物 対数尤度 -440.1809 -435.8150

尤度比 0.9610 0.9614
尤推定値 -16.3907 5.3252 0.0004 -16.3547 5.2524 0.0004 0.0429

ケース３： （t値） (-17.0505) (4.3570) (2.7733) (-15.9948) (3.9755) (2.6451) (1.7990)
路面異常 対数尤度 -487.1562 -477.8373

尤度比 0.9569 0.9578

定されている．現行の道路巡回体制においては，道路

巡回のタイプは，通常巡回，夜間巡回，定期巡回，異

常時巡回の４種類に分類されている．通常巡回は，通

常の状態における道路および道路利用状況を把握する

ことを目的として１日１回の頻度で実施される．夜間

巡回は夜間における道路および道路利用状況の把握を

目的として１ヶ月に１回以上，定期巡回は主要構造物

の状況把握を目的として１年に１回以上の頻度で実施

される．異常時巡回は台風，豪雨，地震などにより交

通障害，災害が発生した場合や，発生する恐れがある

場合に実施される．これらの巡回のうち，定期巡回は

対象となる構造物ごとに巡回頻度が設定され，また異

常時巡回は必要に応じて実施される．したがって，定

期巡回と異常時巡回に関しては，それらの巡回頻度は

路上障害物の発生とは別の要因で決定されていること

から，以降の議論では，通常巡回と夜間巡回に着目し，

巡回頻度と障害物発生リスクの関係を分析する．

本研究では，国道A号線（対象区間延長 5.0km），B

号線（同 6.2km），C号線（同 3.7km）の道路巡回履歴

データベースを分析対象として取り上げる．同データ

ベースでは，通常巡回，夜間巡回の履歴データ（2004

年 4月 1日～2005年3月 31日）が蓄積されている．道

路巡回日誌には，路上障害物の種類や個数だけでなく，

路上障害物が発見された路線，区間および区間通過時

刻が記入されている．実証分析の対象とする３路線は，

表－１に示すように，それぞれ 38，42，14区間の単位

区間により構成されている．なお，１区間当りの延長

は100m～600mである．また，具体的な路上障害物と

しては，落下物と路面異常を取り上げた．分析対象と

する期間中（１年間）に，これら３路線の一般国道で

発生した路上障害物は，路上落下物が62件，路面異常

が73件であった．

（２）推計結果

路上障害物の発生過程をモデル化するために，ポワ

ソン発生モデルおよびポワソンガンマ発生モデルの推

計を行った．今回の推計には，サンプルとして28,294

個の通常巡回の履歴データを利用することが可能であっ

た．説明変数としては，数回の試行の結果を踏まえて，

終的に区間延長と平日 24時間自動車交通量（大型車）

を採用した．すなわち，推計式は，

ïi = exp(å1 +å2x
2
i +å3x

3
i )"i (55)

と表される．ただし，å1; å2; å3はパラメータ，x2iは区間

iの延長，x3iは平日 24時間自動車交通量（大型車）を

表す．å1は定数項である．今回のケースでは，路上障害

物発生の到着率ïiは，全道路区間で共通の特性å1，同

一環境条件区間で共通の特性å2x2i +å3x
3
i，個々の道路

区間の異質特性"iで構成されている．ポワソン発生モデ

ルに関する式 (11)の１階の 適化条件は，連立非線形

方程式として与えられ，未知パラメータの 尤推定量

をニュートンラフソン法により算出した（ポワソンガ

ンマについても未知パラメータûが１つ増えるが，解法

は同様である）．推計結果を t値とともに表－２に示す．

同表には，落下物と路面異常の種別を区分せずに路上
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図－４　ポワソン発生モデルの累積発見確率

障害物として一括して推計したケース１，それぞれの

障害事象を個別に取り上げて推計したケース２と３の

合計３ケースの推計結果を示している．いずれのケー

スで両モデルを比較しても推計結果に大きな差異を確

認することができないが，ポワソンガンマ発生モデル

の方が説明変数が１つ多いために，尤度比が若干高く

なっている．一方，同じモデルでケース間の比較を行

うと，å2やûの推計値が変化していることがわかる．

以上で推計したポワソン発生モデルとポワソンガン

マ発生モデルを用いて，国道A号，B号，C号線の対象

区間における路上障害物の累積発見確率を求めてみよ

う．累積発見確率と巡回間隔の関係を分析することに

より，当該路線，あるいは区間で路上障害物が発見さ

れる確率が巡回間隔によりどのように変化するかを分

析することができる．累積発見確率は，巡回間隔を与

件として，路上障害物が１個以上発生する確率を算出

することにより求めることができるが，これは全確率

１から路上障害物が発生しない（０個発生する）確率

を減算することと等価である．すなわち，路上障害物

が発見される累積確率は，

P (ni(zi) ï 1) = 1Ä
IY
i=1

P (ni(zi) = 0) (56)

と定義される．ポワソン発生モデル，およびポワソン

ガンマ発生モデルを用いた路上障害物の発生個数分布

は，それぞれ式 (6)と式 (19)で表される．したがって，

ポワソン発生モデルとポワソンガンマ発生モデルの路

上障害物の累積発生確率は，具体的に，

Po(n(zi) ï 1) = 1Ä
IY
i=1

exp(Äïizi) (57a)

PNB(ni(zi) ï 1) = 1Ä
IY
i=1

í
û

ñizi +û

ì û
(57b)

と表される．図－４と図－５は，それぞれ推計したポ

ワソン発生モデル，ポワソンガンマ発生モデルを用い

て，巡回間隔（日）と路上障害物の累積発見確率の関係
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図－５　ポワソンガンマ発生モデルの累積発見確率

を分析した結果を示している．巡回間隔が同じであれ

ば，ポワソン発生モデルとポワソンガンマ発生モデル

のいずれであっても累積発見確率に大差がなく，国道B

号がA号とC号よりも累積発見確率が高いことがわか

る．式 (13)において，ガンマ分布の平均を１としてい

ることより，ポワソン発生モデル，ポワソンガンマ発

生モデルで推計した到着率の期待値の間に大きな変化

がないことは当然予想されることである．しかし，両

発生モデルで求めた累積発見確率の間に若干の差異が

生じている．このことは，式 (13)の誤差項の定義域が

[0;1)であり，誤差項の分布関数として非対称分布を

用いざるを得ないことに起因する．本研究で採用した

ガンマ分布も，非対称分布であることを断っておく．ポ

ワソンガンマ発生モデルを採用することの利点は，到

着率の分散を考慮することにより，路上障害物の発生

リスクを明示的に分散パラメータûを用いて推計できる

点にある．以下では，５．で提案したリスク管理指標

を用いて，路上障害物の発生リスクに関して分析する．

（３）分析結果

道路巡回の対象路線の 適な巡回間隔を決定するた

めに，５．で述べた巡回間隔に対するリスク管理指標

と，リスク管理限界に対する 適巡回間隔を全道路区

間で算出する．リスク管理指標は，路上障害物数，累

積放置時間長，遭遇交通量に関する３指標であり，以

下で順に分析結果を示す．

まず，ポワソン発生モデルとポワソンガンマ発生モ

デルを用いて，路上障害物発生数に関するVaR指標

VaRã!(zi)（式 (30)参照）を求めた．VaR指標は，すべ

ての道路区間に関して算定できるが，その結果は膨大

な量となるため，ここでは路上障害物の発生数が比較

的多い，ある１つの区間を事例対象として取り上げよ

う．分析対象として取り上げた道路区間（該当道路区

間を，便宜的に iéと表そう）は，区間延長が200mで 24

時間自動車交通量（大型車）は2,757台である．図－６
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図－６　路上障害物数に関するVaRã!(zi)

（ポワソン発生モデル）
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図－７　路上障害物数に関するVaRã!(zi)

（ポワソンガンマ発生モデル）

と図－７は，巡回間隔 ziéと２つのモデルを用いて求め

たVaR指標VaRã0:01(zié)とVaR
ã
0:05(zié)の関係を分析

した結果を示している．巡回間隔の基本単位として日

を採用している．すなわち，巡回間隔が１の場合は，毎

日道路巡回を実施することを意味する．両モデルを比

較すると，同じ巡回間隔の下では，! = 0:01のとき，ポ

ワソンガンマ発生モデルの方が，大きなVaR指標値を

示している（なお，巡回間隔を長くすれば，! = 0:05の

ときも同様の傾向が確認できたことを付記しておく）．

このことより，ポワソン発生モデルを用いてVaR指標

を計算した場合，障害物発生リスクを過小評価する危

険性が存在することが理解できる．また，図－８と図－

９は，路上障害物の発生数に関するリスク管理限界U ié

と，集合ä!(U ié)（式 (31)参照）の 小値で定義される

小巡回間隔の関係を示している．両図を比較すると，

この道路区間においては，例えば信頼水準を! = 0:01，

リスク管理限界を１個と定めると，ポワソン発生モデ

ルでは 小巡回間隔は 8.1日で，ポワソンガンマ発生モ

デルでは3.1日となり，前者のモデルを採用した際には

巡回間隔を 2倍以上過大に評価（リスクを過小に評価）

することになる．

つぎに，累積放置時間長に関するVaR指標VaRå!(zié)
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図－８　リスク管理限界（路上障害発生数）と 小巡回間隔

（ポワソン発生モデル）
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図－９　リスク管理限界（路上障害発生数）と 小巡回間隔

（ポワソンガンマ発生モデル）

を算出し，累積放置時間長に関するリスク管理限界か

ら 小巡回間隔を評価しよう．これまでの議論と同様

に，道路区間 iéを分析対象として取り上げる．なお，ポ

ワソン発生モデルは，路上障害物数のときと同様にリ

スクを過小評価する傾向が確認されたので，以降の分

析ではポワソンガンマ発生モデルにのみ焦点を当てる

こととする．図－１０は，累積放置時間長をリスク管

理指標とした場合を対象として，累積放置時間長に関

するリスク管理限界のそれぞれに対して 小巡回間隔

を求めた結果を示している．信頼水準! = 0:05であれ

ば，リスク管理限界を27時間と 30時間のいずれに設定

しても 小巡回間隔は５日と変わりがないことが理解

できる．なお，この場合も含めて，リスク管理限界より

も 小巡回間隔の方が長くなるケースが多々存在する．

これは，障害物の発生確率が極めて小さいことに起因

する．例えば，巡回間隔が１日で路上障害物が１個発

生した場合を考えると，障害物の放置時間は0時間から

24時間の範囲を取りうる．しかしながら，そもそも障

害物の発生確率が極めて小さければ，式 (40)の定義か

ら，累積放置時間の確率密度関数は 0が突出した値を取

ることになり，累積放置時間に関するリスク管理指標

VaRå!(zi)は巡回間隔よりも小さい値となる．また，リ
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図－１０　リスク管理限界（累積放置時間長）と

小巡回間隔
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図－１１　リスク管理限界（遭遇交通量）と

小巡回間隔

スク管理指標として遭遇交通量を採用した場合におい

ても，リスク管理限界と 小巡回間隔の関係を求める

ことができる．分析結果を図－１１に示している．道

路区間 iéでは，24時間普通自動車交通量は32,062台で

あるので，32,062台が累積放置時間長が 24時間に対応

することになる．

以上，本研究で提案した３つのリスク管理指標のそ

れぞれに対して，各道路区間に対するリスク管理限界

を満足するような 小巡回間隔を求めた．リスク管理

指標としていずれを採用するかは道路管理者が管理す

る道路事情により異なると推察できるが，提案した３

指標は路上障害物に対するリスク管理限界を計量化す

る上で実用的な指標であると考えられる．また，この

他の指標を採用する場合であっても５．で示した同様

の考え方を適用することにより，リスク管理限界を定

義することが可能である．

（４）最適巡回政策

a）最適巡回間隔

前節では各道路区間のリスク管理限界に対する 小

巡回間隔を評価した．２．（３）で言及したように，通

常，道路巡回はある路線における連続する道路区間で

構成される基本管理区間を対象として実施される．こ

のため，同一の基本管理区間に含まれる道路区間にお

いては，すべて同一の時間間隔を経て道路巡回が実施

されることになる．このような道路巡回の実態を踏まえ

れば，望ましい道路巡回政策を検討するためには，１）

基本管理区間の設定方法，２）各基本管理区間ごとのリ

スク管理限界の設定，および３）各基本管理区間にお

ける道路巡回頻度について検討することが必要となる．

個々の道路区間に対して定義したリスク管理限界は，

当該道路区間に対して許容できるリスクの 大水準を

規定したものである．したがって，基本管理区間にお

ける道路巡回頻度を検討する場合，基本管理区間を構

成するすべての道路区間に対して一様にリスク管理限

界を達成することが必要となる．道路巡回の効率性を

達成するためには，可能な限り障害物発生リスクが似

通った道路区間により基本管理区間を構成することが

望ましい．一方，道路点検車両を用いて道路巡回を実

施する場合，道路区間の連続性やネットワークの構成

状態を考慮して，巡回ルートを検討することが必要と

なる．したがって， 適な道路巡回頻度を検討するた

めには，所与の信頼水準の下で，巡回費用を 小にす

るような基本管理区間を設定するような 適計画モデ

ルを定式化することが必要となる．しかし，本研究は，

巡回頻度と障害物発生リスクの関係を分析するための

ポワソンガンマ発生モデルを提案することに主眼を置

いている．したがって，望ましい道路巡回政策に関す

る議論は本研究の域を越えており，詳細な検討に関し

ては別の機会に譲りたい．以下では，あくまでも５．で

提案した障害物発生リスク管理モデルの適用事例を示

すことを目的として，道路巡回頻度を検討する方法に

ついて考察する．

一般に，道路巡回頻度は，１）基本管理区間の代替

案の作成（ステップ１），２）基本管理区間のリスク管

理限界の設定（ステップ２），３）基本管理区間ごとの

小巡回間隔の検討という手順により求めることがで

きる．本研究で分析対象とする国道A号，B号，C号の

道路区間は，いずれも現行の道路巡回において同一の

道路巡回コース上に位置している．以下では，基本管

理区間の代替案として，すべての道路区間を一括して

巡回するような代替案をベンチマークケースとして設

定する．それと同時に，国道A号，B号，C号，それぞ

れを別の巡回ルートとして設定する場合を代替的基本

区間案として設定する．

まず，すべての道路区間を一括して巡回するような

ベンチマークケースを取り上げよう．本ケースの場合，

分析対象とする94個の道路区間に対して，所与のリス

ク限界を満足するような 大巡回間隔を求める．その
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A号 上 り線

B号 上 り線

B号 下 り線

　　　C号 上 り線

　　　　　　A号 下 り線

75
－

－

－

54
－

－

－

3332313029282726252423222120区 間

19181716151413121110987654321区 間

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－発 生 数

－－－13－－－－－－－－－－－－－－－放 置 時 間

－－－－－－－7514－－－－－－－－－－発 生 数

－－－－1212125410－－－－－－－－13－放 置 時 間

－－－－1212125410－－－－－－－－13－交 通 量

5352515049484746454443424140393837363534区 間

12－－－－－－－－1457－－－－－－－－発 生 数

13－－－－－－－－1045121212－－－－－放 置 時 間

13－－－－－－－－1045121212－－－－－交 通 量

7473727170696867666564636261605958575655区 間

94
－

－

－

－

93
－

－

－

－

92
－

－

－

－

91

13

－

－

－

90
－

－

－

－

89
－

－

－

－

－

－

－

88
－

－

－

－

－

－

－

87
－

－

－

－

－

－

－

86
－

－

－

－

－

－

－

85
－

－

－

－

－

－

－

区 間

交 通 量

交 通 量

放 置 時 間

発 生 数

交 通 量

放 置 時 間

発 生 数

848382818079787776
－－－－－－－－－

－－－－－－－－－

－－－－－－－－－

－－－－－－－－－

－－－－－13－－－

－－－－－13－－－

－－－－－－－－－

A号 上 り線

B号 上 り線

B号 下 り線

　　　C号 上 り線

　　　　　　A号 下 り線

75
－

－

－

54
－

－

－

3332313029282726252423222120区 間

19181716151413121110987654321区 間

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－発 生 数

－－－13－－－－－－－－－－－－－－－放 置 時 間

－－－－－－－7514－－－－－－－－－－発 生 数

－－－－1212125410－－－－－－－－13－放 置 時 間

－－－－1212125410－－－－－－－－13－交 通 量

5352515049484746454443424140393837363534区 間

12－－－－－－－－1457－－－－－－－－発 生 数

13－－－－－－－－1045121212－－－－－放 置 時 間

13－－－－－－－－1045121212－－－－－交 通 量

7473727170696867666564636261605958575655区 間

94
－

－

－

－

93
－

－

－

－

92
－

－

－

－

91

13

－

－

－

90
－

－

－

－

89
－

－

－

－

－

－

－

88
－

－

－

－

－

－

－

87
－

－

－

－

－

－

－

86
－

－

－

－

－

－

－

85
－

－

－

－

－

－

－

区 間

交 通 量

交 通 量

放 置 時 間

発 生 数

交 通 量

放 置 時 間

発 生 数

848382818079787776
－－－－－－－－－

－－－－－－－－－

－－－－－－－－－

－－－－－－－－－

－－－－－13－－－

－－－－－13－－－

－－－－－－－－－

注）本図は，３つのリスク管理指標（路上障害発生数，累積放置時間長，遭遇交通量）の信頼水

準とリスク管理限界を与件としたときの全94の道路区間の 小巡回間隔を示している．信頼水

準は! = 0:05，路上障害発生数に関するリスク管理限界を0.2個とした場合の 適巡回間隔は５

日，累積放置時間長に関するリスク管理限界を12時間とした場合は４日，遭遇交通量を10,000
台とした場合は４日となる．

図－１２　全道路区間の 小巡回間隔

中で， 小となる巡回間隔が基本管理区間を代表する

適巡回間隔となる．路上障害発生数，累積放置時間

長，遭遇交通量の３つのリスク管理指標に対して，各道

路区間ごとに 大時間間隔を求めた．その結果を図－

１２に示している．その際，路上障害発生数のリスク

管理限界として 0.2個，累積放置時間長のリスク管理限

界として12時間，遭遇交通量のリスク管理限界として

10,000台を採用している．図－１２では 14日以下の

小巡回間隔を与える道路区間だけその巡回間隔を示し，

15日以上の区間については巡回政策の決定に影響を及

ぼさない（リスクが小さい）ものと考え，記号「－」で

示している．３つのリスク管理指標のいずれのケース

であっても， 小巡回間隔が14日以下となる道路区間

は概ね同一であった．この理由は累積放置時間長は路上

障害発生数に依存することに加え，今回の分析対象と

した路線の交通量は全線で大差がなかったために，遭遇

交通量と累積放置時間長がほぼ同一の傾向を示したこ

とによる． 適巡回間隔は，路上障害発生数に関するリ

スク管理限界を 0.2個とした場合には５日，累積放置時

間長に関するリスク管理限界を 12時間とした場合には

４日，遭遇交通量に関するリスク管理限界を 10,000台

とした場合には４日であった． 適巡回間隔を決定す

る上で，３つのリスク管理指標のいずれを採用するか，

採用したリスク管理指標のリスク管理限界をどのよう

に設定するかが重要である．この点に関しては，例え

ば， も直感的にわかりやすい指標は路上障害物発生

数であるが，交通量が多い道路区間を管理する場合に

は遭遇交通量をリスク管理限界として採用することが

有効であろう．また，障害物の放置時間長が瑕疵責任

の根拠として問われるような場合には累積放置時間を

採用することもありえよう．

つぎに，国道A号，B号，C号のそれぞれを別の巡回

ルートとして設定する場合の代替案を検討しよう．図－

１２は比較を容易にするために，上り・下りの種別も区

別した各路線ごとに，全道路区間の 小巡回間隔を整

理している．これより，A号上下線，C号上り線に関し

ては，それぞれ 適巡回間隔が13日と 15日以上となっ

ている．一方で，B号上下線では 小巡回間隔は先と同

様に４日である．今回の分析対象とした３路線の延長

は 長で 6:2kmである．したがって，それぞれを単独

巡回ルートと設定すると，逆に道路巡回の非効率性を

高める可能性がある．そこで例えば，今回の３路線の周

辺の路線に対しても同様に 適巡回間隔を評価し，さ

らに道路区間の連続性やネットワークの構成状態を考

慮した上で， 適巡回間隔が近い路線集合を巡回ルー

トとして設定することができれば，道路巡回の効率化

を図る一策としては有効であろう．また，このような

方法論を採用することは，路上障害物の発生数が少な
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表－３　重点管理区間を除外したポワソンガンマ発生モデルの推計結果
ポワソンガンマ発生モデル

å1 å2 å3 û
尤推定値 -15.9760 6.6962 0.0002 0.1245
t値 (-16.3419) (5.1996) (1.8855) (1.2221)

対数尤度 -553.2844
尤度比 0.9479

0 1 2 3 4 5 6

0

5

10

15

20
Z=1.645

路
上

障
害

物
数

 [
件

]

標準化定数：Z値

 正常発生区間
 異常発生区間

図－１３　重点管理区間の抽出

い路線では巡回間隔を現在の１日から延伸する代わり

に，一方で路上障害物の発生数が多い路線の巡回頻度

を１日数回とする等も可能であり，路上障害物の発生

状況に応じた柔軟な道路巡回政策にもつながる．

b）重点管理区間

５．（４）で述べた方法により，路上障害物が他の道

路区間と比較して過大に発生する道路区間を抽出しよ

う．リスク水準pをp = 0:9に設定し，道路区間1～94

の中で，条件式 (54)を満足しないような道路区間を重

点管理区間とする．ここで，標準正規分布の累積分布

関数をà(y)とすると，リスク水準pは，

p = Pr(jZj î yp) = Pr(Äyp î Z î yp)
= à(yp)Äà(Äyp) = à(yp)Ä 1 + à(yp)
= 2à(yp)Ä 1 (58)

と定義できる．したがって，à(yp) = (1+p)=2が成立し，

ypは標準正規分布の (1+ p)=2%点となり，y0:9 = 1:645

と表される． 終的に，条件 (54)は，

jZj =
ñXiÉ ÄE[niÉjziÉ]

(
p
LiÉ)Ä1V ar[niÉjziÉ]

î 1:645 (59)

と表せる．全道路区間に対して標準化定数Zを算出し，

重点管理区間を抽出した結果を図－１３に示す．図中

に実線で示したZ=1.645を境界として，重点管理区間

を●，標準区間を○で表している．全 94個の道路区間

の中から，9区間が重点管理区間として抽出された．ま

た，同図からは各道路区間の標準化定数値と実測され

た路上障害物数の関係も読み取れるが，路上障害物の

発生数の多い区間が必ずしも重点管理区間として抽出

されているわけではない．これは，同じ道路特性を有

する他の道路区間においても路上障害物の発生数が多

ければ，条件式 (59)を満足する一方で，逆に路上障害

物の発生数が比較的少ない区間であっても同じ道路特

性区間の路上障害物の発生数が極めて少ないときには

条件式 (59)を満足しないことがあるからである．

つぎに，重点管理区間を除外した残りの道路区間に

おける巡回履歴データを用いて，再度ポアソンガンマ

発生モデルを推計した．推計結果を表－３に記載する．

推計されたポアソンガンマ発生モデルに基づき，リス

ク管理限界に対する全道路区間の 小巡回間隔を算出

した．３つのリスク管理指標のいずれに関しても同様

の結果が得られた．ここでは，路上障害発生数に関す

るリスク管理指標を用いた場合に着目し， 小巡回間

隔を求めた．その結果を，図－１４に示している．同図

には，比較のため，重点管理区間の除外前の 小巡回

間隔を併せて示している．同図で重点管理区間は網掛

けで示しているが，重点管理区間の影響を除外してモ

デル推計を行ったために，巡回間隔が全体的に改善（延

伸）されている．しかしながら，全道路区間中の 小巡

回間隔には変化がないために， 適巡回間隔は５日間

となる．ただし 小巡回間隔が７日間と５日間を与え

る道路区間63と 64を除けば， 小巡回間隔は 15日以

上となる．このことより，路上障害物が過大に発生す

ると判定された，重点管理区間に加えて，道路区間 63

と64に対しても，センサーによる常時監視や路上障害

物の発生原因の究明を実施した場合の総費用が， 小

巡回間隔を延伸することによる総削減費用を下回るの

であれば，巡回間隔の延伸は有効であると考えられる．

７．おわりに

本研究では路上落下物，路面の変状，道路付帯施設

の破損，損壊等の路上障害物の発生リスクの評価方法

を提案するとともに，巡回費用を効果的に削減するこ

とを目的とした道路巡回方法を求める方法論を提案し

た．その際，路上障害物の発生リスクをポワソン過程

モデル，混合ポワソン過程モデルで表現する方法を提

案した．さらに，混合ポワソン過程を，具体的にポワソ
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　　　　　　A号 上 り線

B号 上 り線

B号 下 り線

　　　　　　C号 上 り線

75
－

－

54

－

－

3332313029282726252423222120区 間

19181716151413121110987654321区 間

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－除 外 前

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－除 外 後

－－－－－－－7514－－－－－－－－－－除 外 前

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－除 外 後

5352515049484746454443424140393837363534区 間

12－－－－－－－－1457－－－－－－－－除 外 前

－－－－－－－－－－57－－－－－－－－除 外 後

7473727170696867666564636261605958575655区 間

94

－

－

93

－

－

92

－

－

91

－

－

90

－

－

89

－

－

－

－

88

－

－

－

－

87

－

－

－

－

86

－

－

－

－

85

－

－

－

－

区 間

除 外 後

除 外 前

除 外 後

除 外 前

848382818079787776

－－－－－－－－－

－－－－－－－－－

－－－－－－－－－ 　　　　　　A号 下 り線

－－－－－－－－－

　　　　　　A号 上 り線

B号 上 り線

B号 下 り線

　　　　　　C号 上 り線

75
－

－

54

－

－

3332313029282726252423222120区 間

19181716151413121110987654321区 間

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－除 外 前

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－除 外 後

－－－－－－－7514－－－－－－－－－－除 外 前

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－除 外 後

5352515049484746454443424140393837363534区 間

12－－－－－－－－1457－－－－－－－－除 外 前

－－－－－－－－－－57－－－－－－－－除 外 後

7473727170696867666564636261605958575655区 間

94

－

－

93

－

－

92

－

－

91

－

－

90

－

－

89

－

－

－

－

88

－

－

－

－

87

－

－

－

－

86

－

－

－

－

85

－

－

－

－

区 間

除 外 後

除 外 前

除 外 後

除 外 前

848382818079787776

－－－－－－－－－

－－－－－－－－－

－－－－－－－－－ 　　　　　　A号 下 り線

－－－－－－－－－

注）重点管理区間の除外前後における，路上障害発生数をリスク管理基準として採用した場合の

全道路区間の 小巡回間隔を示す．信頼水準は! = 0:05，リスク管理限界は0.2個であり，網掛

け部分は重点管理区間を表す．重点管理区間を除外することで全体的な巡回間隔は改善されてい

るが， 小巡回間隔は除外前と変わらず５日となっている．

図－１４　重点管理区間を除外した全道路区間の 小巡回間隔

ンガンマ発生モデルで表現した．さらに，路上障害物

のリスク管理の視点として，１）道路区間を対象とし

たリスク管理指標，２）路線全体を対象としたリスク

管理指標，３）局所的管理指標の３つが重要であるこ

とを指摘し，これらの管理指標に基づいて道路の 適

巡回頻度を決定する方法論を提案した．さらに，一般

国道を対象とした適用事例により，実際の路上障害物

の発生過程を表現するためには，路上障害物の到着率

の異質性を考慮した混合ポワソン過程モデルが有効で

あることを実証的に明らかにした．また，本研究で提

案した障害物発生リスク管理モデルを用いて，障害物

発生リスクを適切に管理できるような巡回政策を実際

に作成した．本研究で提案した方法論は，実用性の高

いものであるが，今後に以下のような課題が残されて

いる．第１に，本研究では，一般国道の特定路線を対

象として適用分析を実施した．多様な道路特性変数を

考慮に入れるためには，今後幅広い路線にまたがって

巡回データを収集するともに，本研究で提案した方法

論を用いた適用事例を蓄積することが必要である．第

２に，本研究では，巡回間隔の長短により，到着率の

確率分布が影響を受けないという仮定を採用していた．

しかし，巡回間隔や道路特性により，到着率の確率分

布は影響を受けることになる．このような拡張に１つ

の方法として，ポワソンガンマ発生モデルの分散パラ

メータûを，点検間隔や道路特性の関数として推定する

ことが考えられる17)．第３に，本研究では単一の路線

を対象とした 適巡回政策について考察した．道路管

理者が道路ネットワーク全体の巡回政策を検討する場

合， 適な巡回経路の設定を考慮に入れて， 適な巡

回政策を検討することが必要となる．このようなネッ

トワークレベルにおける 適巡回政策に関しては今後

の課題としたい． 後に，リスク管理限界の決定方法

に関する分析を実施することが必要となる．今後，瑕

疵責任事故，住民や利用者からの意見・要望等の発生件

数と障害物発生リスクの関係を分析し，および巡回費

用と障害物発生リスクのトレードオフの関係を分析し，

望ましい信頼水準を決定することが必要となる．また，

本研究で提案した手法は，道路施設だけでなく，他の交

通施設の巡回方策の検討にも適用可能である．その場

合，それぞれの交通施設の特性に応じたリスク管理限

界の設定が重要な検討課題となろう．なお，本研究の

遂行にあたり，国土交通省近畿地方整備局道路管理課

よりデータの提供をはじめ，多大な援助を頂いた．こ

こに，感謝の意を表す次第である．

付録A　ポワソンガンマ分布の平均と分散

ポワソンガンマ分布，式 (19)の平均値と分散を求め

る．式中の下付き添字 iを省略する．p = ñz=(ñz +û)

とおけば，式 (19)は確率pを持つ負の２項分布に他な

らない．

P (n) = pû(1Ä p)nÄ(û+ n)
n!Ä(û)

(付 1)

したがって，負の２項分布の平均値E[n]は，ãが正整

数であるときにÄ(ã) = (ãÄ 1)!，P1
n=0 P (n) = 1がそ

れぞれ成立することに留意すれば，

E[n] =
1X
n=0

nP (n) =
1X
n=0

nÅpû(1Ä p)n (û+ nÄ 1)!
n!(ûÄ 1)!
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=
1X
n=1

nÅû(1Ä p)
np

pû+1(1Ä p)nÄ1 (û+ nÄ 1)!
(nÄ 1)!û!

=
û(1Ä p)
p

1X
n=1

pû+1(1Ä p)nÄ1 Ä(û+ n)

(nÄ 1)!Ä(û+ 1)

=
û(1Ä p)
p

1X
n=0

pû+1(1Ä p)nÄ(û+ n+ 1)
n!Ä(û+ 1)

=
û(1Ä p)
p

(付 2)

と定義できる．一方，分散に関しては，V [n] = E[n2]Ä
E[n]2の関係を利用する．はじめに，E[n2]については，

平均値の導出過程と同様の方法で次式を得る．

E[n2] =
1X
n=0

n2P (n)

=
1X
n=0

fn(nÄ 1) + ng Åpû(1Ä p)n (û+ nÄ 1)!
n!(ûÄ 1)!

=
û(û+ 1)(1Ä p)2

p2
+
û(1Ä p)
p

=
û(1Ä p)
p

n (û+ 1)(1Ä p)
p

+ 1
o

(付 3)

これより，分散V [n]を定義することができる．

V [n] = E[n2]ÄE[n]2 = û(1Ä p)
p2

(付 4)

付録B　累積放置時間分布の導出

ni個の発生時間 tmi (m = 1;ÅÅÅ; ni)を，発生順に

t(1)i î t(2)i î ÅÅÅî t(ni)i と並べよう．上付添字 (i)は発

生順に並べ替えた添字を表している．この時，um (m =

1;ÅÅÅ; ni)を用いれば，

F (yijn(zi) = ni) = P
0@ n(t)X
m=1

zi Ä tmi î yi

åååååån(t) = ni
1A

= P

†
niX
m=1

zi(1Ä u(m)) î yi
!

= E

"
P

†
niX
m=1

zi(1Ä u(m)) î yi
åååååu1;ÅÅÅ; uni!#

(付 5)

が成立する．任意の添字置換操作をô(i)とすれば，

F (yijn(zi) = ni)

= E

"
P

†
niX
m=1

zi(1Ä uô(m)) î yi
åååååu1;ÅÅÅ; uni!#

= E

"
P

†
niX
m=1

zi(1Ä um) î yi
åååååu1;ÅÅÅ; uni!#

= P

†
niX
m=1

zi(1Ä um) î yi
!

= P

0@n(zi)X
m=1

zi(1Ä um) î yi

åååååån(t) = ni
1A (付 6)

を得る．
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